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貸室内をゴミ屋敷にしたうえ、火災を発生
させ、その後退去した賃借人及びその連帯保
証人に対し、賃貸人が原状回復費用等の支払
いを求めた事案において、貸室を本来機能し
ていた状態に戻す工事費用及び同工事期間中
の逸失利益の請求を認め、火災発生により従
前より賃料を減額して賃貸せざるを得ないと
した逸失利益の請求については否認した事例

（東京地裁 平成28年8月19日判決 一部認容 
ウエストロー・ジャパン）

1 　事案の概要

⑴　Aが昭和44年から所有する本件マンショ
ンの本件貸室に平成7年11月1日から入居し
ていた賃借人Y（被告）は、平成13年10月6
日、Aと下記条件にて賃貸借契約を締結した。
①賃料・共益費：月額70,000円
②敷金：68,000円
③期間：�平成13年11月1日～同15年10月31日
④火災保険：Yは火災等保険に加入する。
⑤更新料：68,000円
⑵　平成23年9月30日、賃貸人X（原告）は、
Aより賃貸人の地位を相続した。

本件賃貸借契約は平成25年10月31日に期間
満了となったが、Yは更新契約を締結せず、
かつ、火災保険にも加入しなかった。その後、
本件賃貸借契約は法定更新された。
⑶　平成27年2月4日、Yは本件貸室におい
て、タバコの不始末による火災を発生させた。 
Yは、本件火災によって本件貸室を使用でき
なくなったため、同月28日に退去した。

⑷　Xは、Y及び連帯保証人に対し、「①本
件貸室の原状回復費用（各室のドア、壁紙・
フローリング、給排水設備、電気設備及びガ
ス設備の補修費用の補修費用等）143万円、
②原状回復工事が完了するまでの間の本件貸
室を賃貸できなかったことによる逸失利益49
万円（月額7万円×7か月分）、③本件貸室
の新たな入居者に対する本件火災事故の告知
により賃料を減額せざるを得ないとした逸失
利益33万6千円（月額7万円×20％×24か月
分）」の支払を求めて提訴した。

一方Yは、「本件マンションは築造から46
年を経過しており、またYは本件貸室に19年
以上居住していたことから、壁のクロス、フ
ローリング、襖、流し台といった部分につい
ては、国交省の「原状回復をめぐるトラブル
とガイドライン（再改訂版）」において想定
されている経年変化の年数を既に経過してお
り、これらは賃貸人であるXが負担すべきで
ある。Yは業者に依頼して、本件貸室のオゾ
ン燻蒸による消臭作業、壁紙剥がし、床剥ぎ
等の作業等を、合計112万円余をかけて工事
を行っており、原状回復義務を一部履行して
いる。」などと主張してこれを争った。

2 　判決の要旨

裁判所は、次のとおり判示し、Xの請求を
一部認容した。
⑴　証拠によれば、平成23年10月の時点で、
本件貸室はいわゆるゴミ屋敷の状態であり、
平成27年2月24日に残置物の撤去作業を行っ
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た時点においても、押入れ・床面・風呂場や
キッチンに夥しい量のゴミが詰め込まれてい
た。また、Yの退去後の平成27年3月上旬時
点において、キッチンは床面のフローリング
が剥がされ，キッチンとリビングとの間を仕
切る引き戸はガラスが破損していた。また、
バルコニーとリビングを仕切る窓の上に開け
られた通気口の網戸は破損し、リビングの壁
には穴を補修した跡が複数ある。風呂場にお
いては、風呂場とキッチンを仕切るドアのガ
ラスが無くなっており、床面や壁面の表面が
剥がれ、コンクリートには亀裂が入っている。
浴槽の蛇口は錆び付いて使用できず、浴槽の
汚れも著しい。

本件火災が発生したのは本件貸室のリビン
グであるから、以上の設備の破損は、本件火
災とは関係なく、Yによる不適切な手入れ又
は用法違反が原因であると認められる。

以上によれば、Yは、本件火災前の劣悪な
使用方法及び本件火災により、通常使用によ
り生じる程度を超えて本件貸室の設備を汚損
又は破損したと認められる。
⑵　Yは、本件火災前の使用及び本件火災に
より汚損又は損壊した本件貸室の設備を原状
回復する義務を負うが、ガイドラインの経年
変化の考え方が本件にも適用されるべきであ
り、本件見積書記載の工事は本来賃貸人であ
るXが負担すべきものも含まれていると主張
する。しかしながら、ガイドラインの考え方
が本件に及ぶか否かにかかわらず、Yは、通
常使用していれば賃貸物件の設備等として価
値があったものを汚損又は破損したのである
から、本件貸室の設備等が本来機能していた
状態に戻す工事を行う義務があるというべき
である。

また、Yは原状回復工事を一部行ったと主
張するが、これが認められるのは玄関ドアの
補修工事に過ぎない。

⑶　以上により、YはXに対し、本件貸室の
設備等を本来機能していた状態に戻すための
補修工事費用143万円、原状回復工事が完了
するまでの間、新たな入居者に本件貸室を賃
貸することができなかったことによる逸失利
益49万円の支払義務を負う。
⑷　ところでXは、本件火災事故の告知によ
り、本件貸室の新たな賃借人の賃料が減額す
るとも主張するが、本件火災の告知により、
新たな賃料が従前より確実に減額されるとの
根拠は薄弱であり、将来の賃料の減額分を逸
失利益と認めることは相当ではない。

3 　まとめ

ガイドラインにおいては、経過年数を超え
た設備等を含む賃借物件であっても、賃借人
は善良な管理者として注意を払って使用する
義務を負っていることは言うまでもなく、賃
借人が故意・過失により設備等を破損し、使
用不能としてしまった場合には、賃貸住宅の
設備等として本来機能していた状態まで戻す
費用（工事費や人件費等）などについて、賃
借人の負担となることがあると示されている。

通常一般の使用によるものではなく、賃借
人の著しく不適切な使用により生じた本件貸
室の原状回復費用の負担について、「19年以
上の居住により、ガイドラインで想定の経年
変化の年数を経過している壁のクロス・フロ
ーリング等については、賃貸人が負担すべき
である。」との賃借人の主張を退け、通常使
用していれば賃貸物件の設備等として価値が
あったものを、汚損又は破損させた賃借人に
は、本件貸室の設備等が本来機能していた状
態に戻す義務があるとした本件判決は、参考
になるものと思われる。

（調査研究部主任調整役）
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